
展示会等出展費用補助金交付要項 

 

（趣旨）  

第１条 この要項は、取引支援事業実施要綱第５条に基づき行う展示会等出展費用補助金 

交付事業の実施について必要な事項を定める。 

 

（目的） 

第２条 国内で開催される製品等を一堂に展示・紹介する展示会、見本市、ビジネスフェ

ア等（以下「展示会等」という。）に出展・参加する県内企業に対し、予算の範囲内で補

助金を交付することにより、県内企業の販路開拓を支援することを目的とする。 

 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者（以下「補助対象者」という。）は、県内に

事業所を有し展示会等への出展品を自ら開発、製造又は加工する者のうち、次の各号の

いずれかに該当する者とする。 

(1)中小企業者等（中小企業基本法（ 昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項に規定

する中小企業者及びそれらで構成する団体をいう。ただし、次号に規定する者を除く。

以下同じ。） 

(2)小規模事業者等（中小企業基本法第２条第５項に規定する小規模事業者及びそれらで

構成する団体をいう。以下、同じ。） 

 

（対象事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、補助対象者

が、取引先や事業提携先の開拓、受発注の機会の確保を目的に国内で開催される展示会

等（中小企業者等が申請する場合は県外で開催される出展小間が５０以上の展示会等に

限る。）へ出展する事業とする。ただし、次に掲げる展示会等に出展する場合を除く。 

(1) 申請年度の翌年度以降に開催されるもの 

(2) その場での小売を伴うもの 

(3) 農林水産品及び食品の出展を目的とするもの 

(4) 広く一般に公開されていないもの 

(5) その他公益財団法人みやぎ産業振興機構理事長（以下「理事長」という。）が不適

当と認めるもの 

 

（対象経費） 

第５条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、前条に掲げる事業

に要する経費（消費税及び地方消費税を除く。）のうち、次の各号に定めるもので、か

つ申請年度内に支払が完了する経費に限るものとする。ただし、国、県、その他の機関

より同一の展示会等において補助金・助成金を受けている場合又は出展料等の減免等の

支援（以下「減免等」という。）を受けている場合には、当該補助金・助成金又は減免

等の対象となった経費は対象経費に含めないものとする。 



 (1)  出展料（小間代、登録料など出展に際してかかる費用） 

(2)  展示装飾費 

(3)  輸送費（輸送にかかる保険料を含む。） 

(4)  広報物制作費（補助対象事業のため新規に作成したものに限る。）  

(5)  旅費（展示会等開催都道府県に応じ別表に定める額（ただし、旅行者の出発地が宮

城県外の場合は、当該額と当該出発地の所在する都道府県に対応する別表の額の差

額）とし、２名分（複数の中小企業者で構成する団体による出展（以下「団体申請」

という。）の場合には当該構成企業数に２を乗じて得た数の人数分）を限度とする。） 

(6)  宿泊費（１人１泊につき8,000円で２名分（団体申請の場合には当該構成企業数に２

を乗じて得た数の人数分）までとし、展示会等の開催期間中の宿泊費に限る。） 

(7)  その他補助対象事業の実施に理事長が必要と認める経費 

 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、補助対象経費の総額の２分の１以内とする。ただし、その額に

1,000 円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、補助金の額は 150,000 円を限度とする。ただし、団体申請

の場合には当該構成企業数に 150,000 円を乗じた額を補助金の上限額とする。 

 

（交付申請書の提出） 

第７条 補助金の交付を申請しようとする者は、補助事業開始前に補助金交付申請書（ 様

式第１号）に次に掲げる書類を添え、理事長に提出しなければならない。ただし、交付

の申請は、１年度につき１度を限度とする。 

(1) 事業主体の概要がわかる資料（会社案内，パンフレット等） 

(2) 展示会等の開催内容及び出展小間料等がわかるもの（出展募集要項等） 

(3) 主な出展商品の商品カタログ等 

(4) 暴力団排除に関する誓約書 

(5) 納税証明書（税目：全ての県税） 

(6) その他関連資料（事業費積算の根拠（見積書）等） 

２ 申請は随時受付けるものとする。ただし、本補助金の当該年度における予算額に達し

た時点で受付けを終了するものとする。 

３ 中小企業者等又は小規模事業者等が次の各号のいずれかに該当する場合は，交付の申

請をすることができない。 

(1)   暴力団排除条例（平成２２年宮城県条例第６７号）第２条第２号に規定する暴力

団（以下「暴力団」という。）又は同条第３号に規定する暴力団員等（以下「暴力団

員等」という。）  

(2)   暴力団員等をその業務に従事させ，又は従事させるおそれのある者 

(3)   暴力団又は暴力団員等がその事業活動を支配する者 

(4)   暴力団又は暴力団員等が経営に実質的に関与している者  

(5)   法人である場合は当該法人の役員又は事業所の業務を統括する者その他これに準

ずる者（以下「役員等」という。）が，自己若しくは第三者の不正の利益を図り，又



は第三者に損害を加える目的をもって，暴力団又は暴力団員等を利用するなどして

いる者  

(6)   役員等が，暴力団又は暴力団員等に対して，資金等を提供し，又は便宜を供与す

るなど，積極的に暴力団の維持，運営に協力し，若しくは関与している者  

(7)   役員等が，暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者  

(8)   上記(1)から(4)までに規定する事業者等であることを知りながら，これを不当に

利用するなどしている者 

(9)   県税に未納がある者 

 

（交付の決定） 

第８条 理事長は、前条の規定による申請書の提出があったときは、補助金交付のための

資格要件、補助対象事業、補助金の額等に関して審査を行い、適当と認めるときは、補

助金の交付を決定するとともに交付決定通知書（様式第２号）により申請者に対して速

やかに通知する。この場合、理事長は必要な条件を付すことができるものとする。また、

不適当と認めるときは、不交付決定通知書（様式第３号）によりその旨を通知するもの

とする 

 

（変更手続き） 

第９条 補助対象者は、補助対象事業を変更、中止又は廃止した場合は、速やかに事業計

画変更等届出書（様式第４号）を作成し、理事長に届出なければならない。ただし、補

助金額の総額に変更がない場合はこの限りではない。 

 

（補助金の支払い） 

第１０条 補助対象者は、展示会等への出展が完了した場合は２０日以内に事業完了報告

書（様式第５号）に経費の支払等を証明する書類の写しを添え、理事長に提出するもの

とする。 

２ 理事長は、前項の完了報告書が提出された場合は速やかに検収し、補助金の額を確定

するとともに、様式第６号により当該交付決定者に対し通知するものとする。 

３ 補助対象者は、前項の確定通知に対して疑義がなければ、様式第７号による請求書を

理事長あて提出するものとし、機構は請求書を受理した日から 30日以内に支払うものと

する。 

 

（実績把握） 

第１１条 補助金を受けた者は機構が行う本事業に係る必要な調査に対し、特段の事情が

ない限り協力しなければならない。 

  

（取り消し） 

第１２条 理事長は、補助対象者が次の各号に掲げる事項のいずれかに該当したと認めら

れる場合は、交付決定の全部又は一部を取り消すことができるものとする。 

 (1) 補助金交付申請に虚偽があった場合 



 (2) 補助金交付の条件に反した場合 

 (3) 法令違反及び公序良俗に反する行為、倒産等で本補助金に係る事業の遂行が困難と

認められる場合 

 (4) 補助金を目的外に使用したと認められる場合 

 (5) その他、本要項に定める条項に反した場合 

２ 理事長は、前項による取り消しを行った場合で、既に補助金が支払われているときは、

補助金の全部又は一部を返還させることができるものとする。 

 

（その他） 

第１３条 この要項に定めるもののほか、補助事業の円滑かつ適正な運営を確保するため

に必要な事項を、理事長が別に定めることができるものとする。 

 

 〔附 則〕 

 この要項は、平成２６年６月２日より施行し適用する。 

 

〔附 則〕 

この要項は、平成２６年１０月２０日より施行し適用する。 

 

 〔附 則〕 

この要項は、平成２８年４月１日より施行し適用する。 

 

〔附 則〕 

この要項は、平成２９年４月１日より施行し適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表 

都道府県名 旅費の額 

北海道 35,000 円 

青森県 

12,000 円 岩手県 

秋田県 

宮城県 0 円 

山形県 
2,000 円 

福島県 

茨城県 

20,000 円 

栃木県 

群馬県 

埼玉県 

千葉県 

東京都 

神奈川県 

新潟県 

37,000 円 

富山県 

石川県 

福井県 

山梨県 

長野県 

岐阜県 

静岡県 

愛知県 

三重県 

41,000 円 

滋賀県 

京都府 

大阪府 

兵庫県 

奈良県 

和歌山県 

鳥取県 

49,000 円 

島根県 

岡山県 

広島県 

山口県 

徳島県 

52,000 円 
香川県 

愛媛県 

高知県 

福岡県 

56,000 円 

佐賀県 

長崎県 

熊本県 

大分県 

宮崎県 

鹿児島県 

沖縄県 



 


